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1 .はじめに
わが国は， 「救助料及ヒ船舶ノ負担ニ属スル共同海損」に関して，船船先取
特権を認めるが（商法第842条第 5号），この立法趣旨は，この種の債権が，担
保の原因を成す（causampignoris facere）といえるからであり，救助料につ
いては，海難救助を奨励しようとする意味もある。ここでの救助料中には，契
約による救助の費用をも包含する：
(1) 大判明治45年2月17日民録18輯201頁，窪田・海事判例百選16頁以下，田中
誠二『海商法詳論（増補第三版）』 （勤草書房，昭和60年） 570頁， 527頁以
下。
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本稿は，海難救助料をめぐる諸請求権とその担保制度について，現状と最近
の動向について触れる。また，船舶先取特権については，従来より国際私法の
分野において議論がなきれているが，本稿では，この点についても，特に海難
救助を被担保債権とする船舶先取特権に焦点を絞っせ~）言及し，各国の国内法
制度と，国際条約，国際私法の法構造を明らかにしたいと考える。
2 .船舶先取特権に関する海難救助の判例
船舶先取特権の中における海難救助の判例としては，「本号の救助料は救助
契約に基く」とする前述の大判明治45年 2月17日民1・明44オ213・棄却・民録
18輯201頁，在206頁，法律新聞780号26頁，「救助費用の例」としては，名古屋
控判明治43年4月29日事件番号不詳・海事判全集384・在387，名古屋地判判決
年月日不詳明42通140・法律新聞645号13頁，在15頁，横浜地判明治43年5月19
日明42756・法律新聞654号13頁，在14頁，最近判 7巻8，「救助料請求権の先取
特権につき，旗国法を準拠とした例」として，広島地裁呉支部昭和45年4月27
日判決（前出註（2）参照）等がある。
( 2) 広島地裁呉支部昭和45年4月27日判決下級民集21巻3・4号607頁，判例時
報608号158頁，木棚照一「海難救助料請求権とそれを被担保債権とする船舶
先取特権の成否および効力の準拠法」昭和47年度重要判例解説215頁， j賓四津
尚文「海難救助の成否及ぴ効力の準拠法並ぴに海難救助料請求権を被担保債
権とする船舶先取特権の成否及び効力の準拠法」ジュリストNo.513,111頁以
下， Il又良也「船舶担保物権の準拠法」海事判例百選（増補版） 254頁以下，
沢木敬郎「海難救助の準拠法」海事判例百選（増補版） 256頁以下，谷川久
「船舶担保物権」渉外判例百選（第2版） 64頁以下，佐藤幸夫「事務管理一海
難救助」渉外判例百選（第2版） 90頁以下，池原季雄＝高桑昭＝道垣内正人
「わが国における海事国際私j去の現況」海法会誌復刊第30号（昭和61年） 3頁
以下。
(3) 
ここで，最後の裁判例について，事実の概要と判旨に言及する。
①事実の概要
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( i ）訴外A所有のデルフィニ一号（以下本件船舶という）は，パナマを船
籍港とする総トン数7,235トンの貨物船である。本件船舶についてつぎの事実
が認められる。⑦昭和42年8月19日8月19日銑鉄を積んで、室蘭港に入港し，大
阪港，広畑港で積荷を陸揚げし空船となった後も，修理費用見積もりのため，
大阪港に停泊した。③昭和43年 2月15日強風にあおられて錨鎖が切れ大阪港か
ら貝塚市二色の浜海岸まで漂流し，同海岸に摺座した。⑫昭和43年8月23日か
ら24日にかけて台風の影響による暴風雨や異常高潮で押し流きれて漂流をはじ
め堤防に激突し，または，海岸にのり上げて転覆，破損するおそれがあった。
②当時本件船舶には乗組員が1人もおらず，燃料もほとんどない状態であった
ので，この危険を自力で克服することがまったく不可能で、あった。②そこで，
問海岸を管理する被告Y （大阪府）は訴外B （サルベージ会社）に本件船舶の
救助を請け負わせ，同月24日本件船舶を浮上させたうえ，一旦岸和田港に繋留
した後，2隻の曳船により同月28日広島県呉港にこれを繋留した。
(ii) yは海難救助料請求権と遅延損害金債権を被担保債権とする船舶先取
特権にもとづき本件船舶の競売を申し立てた。原告Xは，銀行業務に従事する
アメリカ法人であるが， Aに対する手形貸付による貸金債権および利息債権計
43,284,850円を被担保債権とする順位1番の船舶抵当権にもとづき本件船舶の
競売を申し立てたところ，これに先だっYによる本件船舶の競売申立事件の記
録に添付された。昭和44年2月6日の配当期日にYに順位2番として債権傾金
額の16,309,041円を， Xに配当順位5番として14,606,131円を交付する旨の配
当表が展示された。
(ii）これに対し， Yがなんら債権および船舶先取特権も取得していないと
して， Xが配当額につき異義を申し立てたのが本件である。 Yは海難救助の事
実を述べ，それにもとづく債権および、パナマ海商法1507条2号にもとづく船
( 3) 木棚・昭和47年度重要判例解説215頁以下による。
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舶先取特権を取得したと抗弁した。 Xは， Y主張の行為は撤去命令の代執行と
して行なわれたものであって，海難救助として行なわれたものではないなどの
事実を挙げて海難救助が成立しないと答弁した。さらに再抗弁としてたとえ海
難救助が成立するとしてもYの救助料は過大であるから減額されるべきである
と主張した。
②判旨
( i ）まず，準拠法についてつぎのように判示した。
⑦「法例第11条第 1項は『事務管理，不当利得又ハ不法行為ニ困リテ生スル
債権ノ成立及ヒ効力ハ其原因タル事実ノ発生シタル地ノ法律ニ依ノレ』と規定し
ているところ，被告主張にかかる海難救助の法律的性質は，右事務管理ないし
それに準ずるものと解され，又，被告が本件船舶を救助したと主張する大阪府
貝塚市二色の浜海岸が， 日本国内であることは明らかである。従って，被告主
張の海難救助ないし不法行為に基く債権の成否および効力については，我国商
法ないし民法にてらしてこれを判定すべきものである。」
④「我国商法は，海難救助料請求権につき物権的効力ある船舶先取特権を認
めているが（商法第842条第5号），成立に争いのない乙第6号証によれば，本
件船舶の船籍国であるパナマ共和国においても，最後の航海により生じた救助
料請求権につき，我国と同趣旨の規定を置いていることが認められる（同国の
海事法第1,507条第2号。なお，本件船舶の船籍港がパナマで、あることは，当
事者間に争いがない）。そこで，前記債権を被担保債権とする船舶先取特権の
成否および効力については，法例第10条により，本件船舶の旗園地法たるパナ
マ共和国海事法によるべきものと解するのが相当である。」
( i ）ついで， Yの行為についてわが国の商法を適用して，これが海難救助
の成立要件を満たすものであることを認定したうえ， Yの海難救助は岸和田港
まで曳船せしめた時点をもって完了したものとしながら，この点を考慮しで
も， Y主張の金額は救助料として相当であるとした。さらに，「パナマ海事法
1,507条は，最後の航海により生じた救助料請求権を被担保債権とする船舶先
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取特権の成立を認め（同条第2号），かつ，右先取特権は船舶抵当権（同条第
7号）に優先する旨規定していることが認められる」としてXの請求を棄却し
た。
3 .分析
(1)海難救助をめぐる諸請求権と船舶先取特権等との関連性
①比較法，旧・新海上先取特権抵当権統一条約
( i ）イギリス
イギリス法上の海上財産上の担保権ないし物的優先弁済権の制度は甚だ複雑
で，わが国における船舶先取特権に相当するものとしては， maritime liens, 
statutory right in rem，固有の管轄権上の rightin rem, possessory liensを
考［蓋しなければならない。
⑦maritime liensは，目的物の占有や対物訴訟による目的物の差押を要せ
ず競売権を行使しうるものであうて，追及効も認められているという意味で，
わが凶の船舶先取特権と向性質である。本主題に関係があるものとしては，救
助料債権，制定法上の maritimeclaims （難破船骸管理者の債権，船舶から
のj宣来動物死骸の地方公共団体による処理費用，陸上からの船舶救助について
の卜．地所－1ri・ ・ 1i有者の損害賠償請求権）について認められるものがある。
riJstatutory right in remは，対物訴訟の提起により船舶を差押えることに
よヮて物権としての利保権を取得するものであり，差押前に発生した mari-
( 4) David tヘT.Steel & Francis D.Rose, Kennedy’S Law of Salvage 0985, 
London) pp.2, 10, 648n, 909, 1197, 1251, 1254 1255, 1256, 1258 
Sydney T. Harley, How To Secure a Maritime Lien (Abingdon, Oxon., 
Lampart & Selway, 1981) pp.39-63 ; D.R. Thomas, Maritime Liens 
( 1980, London) pp.137-66；ぶ水巌『船舶と債権将一英米II j去の比較」 (H 
本日1:)1_li集会所， I日制631'-)14, 20～21, 25 t( ; 谷川久「船舶先取特権を中ー
ずべき1i'tiN」 11U突出’γ：12在122t（以，－。
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time liens，登記された船舶モーゲージ， possessoryliens等の担保権に後れ，
かっ追及効もない点て二船舶先取特権よりも弱い担保権である。海難救助料
は，これに関する被担保債権ではない。
。海上財産上の possessoryliensは，わが国における留置権に相当するも
ので，ただ，留置前に発生した maritimeliensには後れるが，留置後に発生
したそれには優先し，船舶モーゲージにも優先するものであり，海難救助者が
有する被救助物上の lienや，造船代金・修繕料・蟻装費につき造船業者が有す
る船舶上の lienについて，船舶先取特権に類似するものとして，若干の考慮
を払うことが必要となるにすぎない。救助料債権については， maritimelien 
が認められており，また，修繕・造船に関する債権には statutoryright in rem 
が認められるから，これは，わが国法上の船舶の留置権の問題と同レベルの問
題として考えればよい。
( i ）アメリカ（5)
アメリカの船舶先取特権（maritimeli~ns）の制度は極めて複雑で、ある。ア
メリカの船舶先取特権制度の特色は，第 1に，対物訴訟制度と密接不可分に結
合していることであり，「maritimeliensなくして対物訴訟はない」ことであ
る。第 2に，アメリカ法上の船舶先取特権は，海上財産（maritimeres.船
舶く属具を含む＞及び運送賃く傭船料を含む＞から成り，船舶売却代金を含
む）の上に存する優先的担保物権（privilegedclaim）であるが，原則として
船舶保険の保険金請求権上にはその効力が及ばないとされている。第3に，ア
メリカ法上の船舶先取特権は， non-possessoryliensの一種であり，目的物の
占有は船舶先取特権の成立要件でも存続要件でもなく，船舶先取特権の有する
追及効には除斥方法が認められておらず，理論的には無限の追及を許容する。
例外
( 5) Sydney T. Harley, supra note (4), pp.19-37 ; Grant Gilmore & Charles 
L. Black, Jr., The Law of Admiralty, pp.532 et seq., pp.586 et seq., p.628 ; 
志水・前注（4）・ 36頁，谷川・前注（4）・ 125～130頁。
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的に，船舶が沈没し又は保険委付された場合には，海員の給料請求権について
の先取特権は，船主の保険金請求権上に及ぶとされる。但し，責任制限手続上
は，事実上限定がある。
Narman B. Richardsは， Salvageliensという題目で次のように述べられ
(6) 
ている。
海難救助作業が，全部的にしろ，部分的にしろ，成功している場合には，対
(7) (8) 
物訴訟は，船舶であれ， cargoであれ，その救助された財産に対して，維持
されうるであろう。財産の救助に参加している聞に，人命を救助する者は，海
難救助の査定の分け前に対して資格がある；しかしながら，財産と関連して救
済するのでなくて，生命の救助だけの場合には，仲裁判断（anaward）を査定
(9) 
し（rate）ない。海難救助が任意になされても，契約に従つてなされても，そ
(10) 
のリーエンは起るであろう。海難救助者が動産契約（apersonal contract）を
(11) 
するか，さもなければ themaritime lienを放棄する場合でも，もし，その船
( 6) Norman B. Richards, Maritime Liens in Tort, General Average, and 
Salvage, 4 7 Tulane L. Rev. 569, 583-586 [1973] 
( 7 ) 当該船舶所有者は，もし彼が海難救助サービスのために契約しなかったな
らば，海難救助サービスのために人的に責任を負わない。 TheSabine, 101U. 
S. 384 (1879）；あるいは，彼が該船舶に主張しないならば。 TheEmblem, 
8F. Cas.611 (No.4434) (D.Me. 1840). Norman B.Richards, supra note (6), 
at 583 n. 108. 
( 8 ) The Sabine, 101 U.S. 384 (1879). Norman B. Richards, supra note (6), 
at 583 n. 109. 
( 9) M. Norris, The Law of Salvage §24, at 37 (1958) [hereinafter cited as 
Norris] を見よ。 NormanB. Richards, supra note (6), at 583 n. 110. 
(10) The Comanche, 75 U.S. (8 ＼町al.)448 (1869) ; Norris, supra note (9), 
at §144. Norman B. Richards, supra note (6), at 583 n. 111. 
(11) Bergher v. General Petroleum Co., 242 F. 967, 970 (N.D.Cal. 1917) , 
The Lowther Castle, 195 F. 604, 608 (D.N.]. 1912). Norman B.Richards, 
SUρra note (6), at 583 n. 112. 
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舶が海難救助事業において，正式に雇われている海難救助者が，職業的な海難
救助者でないならば，救助者の乗組員のメンバーは alienを主張するかもし
(12) 
れない。
海難救助サービスは，しばしば その査定の量の仲裁のために規定している
Lloyd’s open form "no cure-no pay”契約のような合意に従ってしばしば履行
されている。ロイズ委員会でもって作成されているような特別の担保を公告す
るための諸規定は，たいてい含まれている。しかしながら，この担保の欠如の
場合に，海難救助者は，船舶に対する themaritime lien rightをたよりにし
なければならない。このような状況において，仲裁者の査定は，競合する
lien諸請求者に対する拘束となることは，これまでなかった。というのは，
後者は仲裁の合意にたいする諸当事者ではなく，彼らがけっして同意しない特
別の訴訟手続に参加することが要求されるべきでないし，拘束きれるべきでは
(13) 
ないからである。また，海難救助を仲裁すべき合意や，当該仲裁と関係のある
担保の公告は，救助船舶の合意していない乗務員に対しては，拘束とはならな
いとこれまで考えられてきた。このようにして，彼らもまた，未決の仲裁にも
かかわらず，船舶を差押えることができるし，海難救助の請求を法廷に持ち出
すことができるのである。）
該海難救助サービスがひとたび与えられれば， alienが生じる。その前提と
(12) Barkas v. Cia Naviera Coronado, S.A., 126 F. Supp. 532, 1955 A.M.C. 
1787 (S.D.N.Y.1954) ; Squires v. The Ionian Leader, lOOF. Supp. 829, 
1952 A.M.C. 161 (D.N .J 1951). the Neptune, 277F. 230, 232 (2d Cir. 
1921）を見よ。 NormanB. Richards, supra note ( 6), at 583 n. 113. 
(13) The Irini Stefanou, 1966 A.M.C. 920 (S.D.Cal. 1966) ; The Feltre, 1939 
A.M.C. 1173 (D.Ore. 1939). Norman B. Richards, supra note (6), at 584 
n. 114. 
(14) Barkas v. Cia. N aviera Coronado, S.A., 126 F. Supp. 532, 1955 A.M.C. 
1787 (S.D.N.Y. 1954). Norman B.Richards, supra note (6), at 584 n. 
115. 
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して（Forthat reason），該実務家にとっ・て最も困難な諸問題は，有効な海難
(15) 
救助クレームが存在するかどうかという点や，査定の額や，海難救助リーエン
の優越性という諸々の問題を含むことでありそうである。そのような問題の 1
つ一一乗組員のいない船舶（acrewless vessel）は，救助者でありうるか否か
ーーは，船舶の擬人化（thepersonification of the vessel)は船舶が訴訟をも
ちこむことを許すという論理的結論に導かれるだろうか， という問題を生起す
と） United Boat Serviceαゅ uDailey事ィギたおいて，被救助船舶は，嵐の
間，乗組員のいない船舶に結びつけられていた。該地方裁判所は，次の2つの
理由で，海難救助の査定を否定した，即ち，該被告の船舶が危険状態ではなか
ったこと，そして，乗組員のいない船舶は，任意のサービスを与えることがで
きないことである。第2巡回上訴裁判所は，第1の理由について肯定し， 「こ
こにおけるように，どのような人の援助なくして，海難救助は，査定がなされ
(18) 
うるであろうか否か」という問題を，未解決のままにしている。しかし，最近
(19) 
のコメントが示唆するように，もし，船舶の擬人化というフィクションが，自
らの所有者（owners）側の過失（fault）の不存在にもかかわらず，船舶が訴え
られることを容認するならば（たとえ，故意の不法行為に対して有責であると
(15) 一般に，この領域における指導的専門書である Norris,sゆm note (9）を
見よ。 Gilmore& Black, supra note (5), 443～79もまた見よ。 NormanB. 
Richards, supra note ( 6),at 584 n. 116. 
(16) Comment, Developments in the Law of Maritime Liens, 45 Tul.L.Rew. 
586～87. Norman B.Richards, su戸m note (6), at 584 n. 117. 
(17) 232 F.2d 383, 1956 A.M.C. 827 (2d Cir. 1956). Norman B.Richards, 
supra note (6), at 584 n. 118. 
(18) 232 J;<.2d 385, 1956 A.M.C. 827. Norman B.Richards, supra note (6), 
at 584 n. 119. 
(19) Comment, Developmenお inthe Law of Maritime Liens, 45 Tul. L.Rev. 
587. Norman B.Richards, supra note (6), at 584 n. 120. 
(20) 動産領得のために a lienが賦与される諸ケースを見よ。 Narman B.Ri司
chards, suρra note (6), at 582 n. 107, at 584 n. 121. 
? ? ???
(20) 
考えられることを許すとしてい，海難の状態にある船船に与えられたサービ
(21) 
スのために訴追できる船舶自身の権利を否定する理由は殆どないのである。
海難救助の liensは，海難救助者の作業によって総ての請求者の利益（ben-
efit）のために財産（権） (property）が保存きれてきたという理論に立脚して，
(22) 
最も優越的な地位の与えられたリーエンの 1つである。船舶の arrestに付随
しておる legalcostsや海員の賃金 claimsは， salvageliensよりも上に位
(23) 
するであろうと一般に考えられているけれども，いくつかの裁判所では，
''preservation of the res”理論に従って，賃金 claimsを later salvage 
claimの下位においてきたのである。）だが，この＂ benefit”あるいは＂ pres-
ervation”理論は，あらゆる場合に該 salvagelienに付与される優越性を説
明することになるとは限らないであろう。海難救助クレームは，その後に起っ
た repairand supply liensの上位にあと）後者は，海難救助をもたらした災
難（mishap）の後，船舶が取引をしつづけることを可能にしたであろう。そし
(21) The Comanche, 75 U.S. (8 Wall.) 448, 476 (1869）に従って，訴訟は当
該救助船舶名で持ちこまれてきた。 SierraClub v. Morton, 405 U.S. 727, 
741 n. 2 (1972）の Douglas判事の dissentを見よ。 Norman B.Richards, 
supra note (6), at 584 n. 122. 
(22) The Sabine, 101 U.S. 384 (1879) ; Gilmore & Black, supra note (5), 
at 514, 596 ; しかし， Norris,supra note (9), at 240-42. :Norman B.Ri-
chards, supra note (6), at 584 n. 123. 
(23) The John G.Stevens, 170 U.S. 113 (1898), Gilmore & Black, suρm note 
(5), at 514, 596. Norman B.Richards, szψm note ( 6),at 585 n. 124. 
(24) The Nika, 287F.717, 719, 1923 A.M.C.409, 411 (W.D.Wash. 1923) , 
The Athenian, 3F. 248 (E.D.Mich. 1877) ; Collins v. The Fort Wayne, 6F. 
Cas. 119 (No. 3012) (S.D.Ohio 1861). Norman B.Richards, suρm note (6), 
at 585 n. 125. 
(25) The William Leishear, 21F. 2d 862, 1927 A.M.C. 1770 (D.Md. 1927) ; 
Gilmore & Black, supra note (5), at 597. Norman B.Richards, supra note 
(6), at 585 n. 126. 
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て，その作業が成功するか否かに拘らず支払われるべきある定まった補償
（金）と引換えに，一定のサービスの履行を求める契約の下で，船舶を救助す
るために与えられるサービスは，与えられるサービスのためのリーエンのみを
引きおこすが，当該船舶がすべての請求者のために保存きれるとしても，有利
(26) 
なランキングにあるサルベージ・リーエンを引きおこさない。このルールは，
maritime liensに関する法よりむしろ，海難救助に関する法の 1生産物であ
るようにみえる。そして，裁判所は，そのような状況の下で与えられるサービ
スは「海難救助」を構成しない，という見解をもっている。しかしながら物
(the res）の保存という根本的な理由の下で，そのょっな諸々のサービスはそ
れにも拘らず高い優越性が与えられるべきである。
(ii) ドイツ（27)
ドイツ商法は，一定の債権につき船舶債権者権（Schiffsglaubigerrecht）を
認め，船舶債権者はその船舶及び属具の上に法定質権（gesetzliches Pfandre-
cht）を有する（独商754条， 755条）が，この法定質権が性質上わが国の船舶
先取特権に相当する。
1861年の普通ドイツ商法は，①船舶に対して何等かの利益をもたらした者の
債権（船舶の修繕・保存・救助・曳船・水先等の行為をなした者，船舶に信用
を供与した者，船舶の安全のために投荷きれた者等の債権）につき船舶先取特
権を認むべしとの原則（versioin remの原則）及び②船主有限責任制度の対
(26) Munson Inland Water Lines, Inc. v. Seidl, 71F. 2d 791, 794, 1934 A.M.C. 
137 4, 1379 (7th Cir.），裁量的上訴棄却， 293U.S. 606 (1934) : Norris, 
supra note (9), at 239. Norman B.Richards, supra note (6), at 585 n. 
127. 
(27) 谷川・前注（4）・118～122頁，西島噸太郎『燭逸商法口I]』（有斐閣，昭和
31年） 229頁以下。 PrtiBmannI Rabe, Seehandelsrecht 2. Aufl. (1983) 
SS. 793f .,805-06., Schaps I Abraham, Das Seerecht in der Bundesrepub・
lik Deutschland, 2Teil. 4Aufl. (1978) SS. 1491ff., 1516ff., 1519f. 
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抗を受けるすべての債権につき船舶債権者権を認むべしとの原則（相関原則）
に基づいて船船債権者権の範囲を定めており，その原則はドイ、ソ商法典にも引
継がれたといわれる。
1974年改正前のドイツ商法第754条は，船舶債権者権の発生事由（Begrtin-
dunng der Schiffsglaubigerrechte）について， Dienachbenanten Forderun-
gen gewahren die Rechte eines Schiffsglaubigers : 1.…； 2.…； 3.…； 4. 
die Lotsengelder sowie die Bergungs-, Hilfs-, Loskaufs-und Reklamekosten 
（水先料ならぴに救援費，救助費， とり戻し費用，及ぴ返還請求費用） ；…土
規定していた。
その後， 1974年の商法改正で，金額責住主義が採用され，相関原則は消滅
し， 1967年の海上先取特権抵当権統一条約と基を lにし，公益的・社会政策的
見地からの債権に加えて，若干の－versio in renの原則に基づく債権に船舶債
権者権が認められた。即ち，現行商法第754条は，（1)Folgende Forderungen 
gewahren die Rechte eines Schiffsglaubigers : 1.…； 2.…； 3.…； 4. 
Bergungs・undHilfskosten, auch im Falle des § 743 : Beitrage des Schif-
fes und der Fracht zur groBen Haverei ; Forderungen wegen der 
Beseitigung des Wracks；…と規定する。
(28) 谷川・前注（4）・115～118頁，烏賀陽然良『悌蘭西商法日I]』（有斐閣，昭
和32年） 33頁以下，山戸嘉一『仏蘭西商法』補遺356頁以下。 Art.191 (L.19 
fevr. 1949.) Sont privilegies sur le navire, sur le fret du voyage pendant 
lequel est nee la creance privilegiee et sur les accessoires du navire et du 
fret acquis depuis le debut du voyage : 1°.…… 4°. Les remunerations 
dues pour sauvetage et assistance et la contribution du navire aux avaries 
communes；…．救助（sauvage）に対しては多少議論も存するが，救援
(assistance）に報酬請求権を，そして更に先取特権を与えたのは，救助奨励の
意味もあり，船舶を救助し担保の保存原因を為したからである。第192条第3
号，第192条ノ2，第194条ノ2等も参照されたい。現行法制につき， Rene
Rodi色re,Droit Maritime (1980) pp.133et s., p.178. 
(28) 
(iv）フランス
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1681の年海事勅命では，救助料債権は，船舶先取特権の被担保債権とは，考
えられていなかった。
フランス商法典（仏商法191条）は，船舶衝突その他の不法行為に基づく損
害賠償債権，共同海損分担請求権及び救助料債権については先取特権を認めて
いなかった。この意味で元来のフランス法上の船舶先取特権制度は，純粋に，
航海継続のための金融及び労務・役務の確保を容易にする目的による特別の担
保制度であったといえる。
ところで，フランスは， 1935年に至り 1926年の海上先取特権抵当権統一条約
を批准し， 1949年2月19日法により，商法典の当該部分を改正したが，その内
容は，そのまま1967年1月3日法による船舶私法の第5章に引継がれて現行法
となっている（31 34 35条）。その認められる債権の範囲の中で，その 4番
目に，救助・救援についての受けるべき報酬及び、共同海損についての船舶の分
担請求権を列挙している。その内容は， 1926年条約に従うが，船舶先取特権が
認められる債権の範囲は，一方で、，整理統合されるとともに，他方で，救助料
債権，共同海損分担請求権，衝突等の不法行為に基づく損害賠償請求権，旅客
運送契約上の損害賠償請求権にも拡大されることになった。その結果，船舶先
取特権制度の目的は多様化し，航海継続のための金融の便宜の要請は後退し
て，社会政策的ないし公益的要請が前面に出てきたといえよう。
( v）その他の国々
Argentine (Article 4 76 of the Navigation Lawの f); Jose Domingo Ray 
(30) 
氏執筆） , Algeria (Art 73.の 5.Art. 75, 77) , Australia (sect. 307 of 
the Navigation Actの（IV) : M.J. Galder and A.T. S川 ford氏執筆ケ
(29) William Tetley, Maritime Liens and Claims (1985, London) pp.556-57. 
(30) Sydney T. Harley, supra note (4), pp.67-69. 
(31)-1 William Tetley, supra note (29), pp.558-59. 
(31)-2 Sydney T. Harley, su戸mnote (4), pp.71-73. 
? ????
(31)-2 
Maritime Liensの 1., Right of Arrestの（b)) , Belgium (art. 23 of 
Book I of the Belgian Commercial Codeの 3° ; Henri V oet氏執筆ケ
(32）ー2
Maritime Liensの 3.Prioritiesの 1.3 ) , Brazil (1850 Commercial 
Code at arts. 470, 471, 474. c）参照； RucemahLeonardo Gomes Pereir-
(33 -1 (33) 2 
a and Arthur R. Carbone氏執筆。 MaritimeLiensの 3.), Canada （第
5順位； MilloamTetley and Brian G.Mcdonoゆ氏執筆－IStatutory 
(34)-2 
Lien : Proceedings in remの(j),Maritime Liensの 1.,Prioritiesの2.) ' 
Chile (Order of Rankingにつき， art.835 Code of Commerce, Probable 
Changes in Chilean Maritime Lawの 4 ; Eugenio Cornejo F 氏執筆？？）
Colombia (the Civil Code of Procedure, Book Five of the Code of Commerce 
参照。 I.The order of ranking of liens and mortgagesの 4. ; Guillermo 
Sarr nto Rod均
ir の 3.; Jana Doskova氏執筆） ~） Denmark (II.の theo伽 ofraking 
as between maritime liens and other claimsの le;Jan Erlur 
Maritime Liens on a Shipの 5., Maritime Liens on Cargoの 1.,Prior” 
(38）一2
itiesの 1.1.) , Federal Republic of Germany (The German Commercial 
(32)-1 William Tetley, supra note (29), pp.560-61. 
(32) 2 Sydney T. Harley, suρm note (4), pp.75-77. 
(33)-1 William Tetley, sゆmnote (29), pp.562-63 
(3) 2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.79-80. 
(34)-1 William Tetley, suρ1pra note (29), pp.564-65. 
(34)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.81-85. 
(35) William Tetley, supra note (29), pp.566-67. 
(36) Id. at 568-69 
(37) Id. at 570 
(38)-1 Id. at. 571-72 
(38)-2 Sydney T. Harley, su1うmnote (4), pp.87-90. 
(39)-1 William Tetley, supra note (29), pp.573 74. 
-57 -
Code seの問～764.Iの 4.; Burkhard V叫伽氏執筆：－1754の 4.,Pri-
(39)-2 
oritiesの2.5。これについては前述）, France (II. Maritime Liensの 1)
The order of ranking of maritime liensのd);Ja叩 esV伽 1eau氏執筆：－1
(40)-2 
Art. 31の 4.Art. 34の 3.Prioritiesの 1.4参照。これについては前述），
German Democratic Republic (Iの Maritimeliensのランクの 5,; Ralf 
Richter 氏執筆）4~ ） Greece (II. Rankingの（3); P.Sotirop叫 OS氏執筆ケ
(42)-2 
Maritime Liensの 3.Prioritiesの 3.) , India (U.K.lawに従う. (2）参
照； Nage耐 aSingh氏執筆； 1MaritimeLiensの 1., Statutory Liensの
(j), Prioritiesの 3.4{)-2, Indonesia (Maritime Liensの 3. Priorities.の
(44) 
3), Israel (the Shipping <Vessels> Law 1960の Article41 (5), Arti-
cle 43 (3), Article 48 (1) ; Rudolf Go附 halk氏執筆）：） Italy (Frances-
(46)-2 
co Berlingieri氏執筆の個所。 MaritimeLiensの 4.,Rankingの 4. ) ' 
Jamaica (Maritime Liensの1., Statutory Liensの(j),Prioritiesの3.1 )4~ ） 
Japan (Article 842 of ComCの（5); T山 shiKojima氏執筆：－1M訂 itime
(39)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.91-94. 
(40)-1 William Tetley, supra note (29), pp.577-78. 
(40)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.99-100. 
(41) William Tetley, supra note (29), pp.579-80. 
(42)-1 William Tetley, supra note (29), pp.581-82. 
(42)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.101-03. 
(43)-1 William Tetley, supra note (29), p.583. 
(43)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.105-07. 
(4) Id. at 109-10. 
(45) William Tetley, supra note (29), pp.584-88. 
(46)-1 Id. at 589. 
(46)-2 Sydney T. Harley, su戸mnote (4), pp.111-13. 
(47) Id.at 115-17. 
(48) 1 William Tetley, supra note (29), pp.590-91. 
(48)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.119-21. 
。 。? ?
(48）ー2
Liensの 5. Prioritiesの 2.これについては後述）, Korea (Article 861 of 
the Korean Code of Commerceの（3); Don-kak, Suh and E.T. Bai氏執
筆）4~） Liberia (II. The order of rankingの（2); Frank L. Wiswall Jr. 
氏執筆吹lMalaysia (Maritime Liensの 1., Statutory Liensの U),Prior-
itieの 3.1 ~~） The Netherlands (I. 2 . の Theorder of the first cat略的’
s ranking (3聞の（c);R.E. J apikse氏執筆一1MaritimeLiensの 3.,Pri-
(52)-2 
oritiesの 1.3 ) , Norway (244-245 of the Maritime Act. Iの（5)
Daniel A. Nye 氏執筆。
(53) 2 
on Cargoの 1., Prioritiesの 1.1 ) , Panama Canal Zone (Maritime 
Liensの 1.)5: Pe川 S伽 geの用語は見あたらない ; Pe町 UrdayB.氏
執筆） ~） Philippines (The order of preferenceの 4) ; J明 uinL. Misa氏
執筆計） Poland (The order of ranki昭 ofmaritime liensの 3.;w刷 ech
Adamczak氏執筆史） Portugal (The order of rankingについて四26年条約
art.2, art.578 of the Portuguese Commercial Codeの 2.; Armand Henri-
ques氏執筆） ~） Singapore (ma出 meliensの 1.,Statutory Liensの（札
Prioritiesの 3.1),) South Africa (the Admiralty Jurisdiction Regul山 n
(49) William Tetley, supra note (29), pp.592-93. 
(50) Id. at 594. 
(51) Sydney T. Harley, supra note (4), pp.123-125 
(52)-1 William Tetley, sゆmnote (29), pp.595-96. 
(52)-2 Sydney T. Harley, sujうmnote (4), pp.127-29. 
(53)-1 William Tetley, sゆranote (29), pp.597-98. 
(53)-2 Sydne,y T. Harley, supra note (4), pp.133-135. 
(54) Id. at 131. 
(5) William Tetley, supra note (29), pp.599-600. 
(56) Id. at 601. 
(57) Id. at 602-03. 
(58) Id. at 604-05 
(59) Sydney T. Harley, supra note (4), pp.137-39. 
?????
Actの sect.1.,6. sect.11による Prioritiesにつき Iの（6); Gys Hof-
meyr S.C. and R.G. Com巾 S.C.氏執筆了maritimeliensをひきおこす
(60)-2 
claimsの中の 2., Right of Arrestの（b)) , Spain (The order of ranking 
(61)-1,2 
の（3); Jose M. Alcantara Gonzalez氏執筆）， Sri Lanka (Maritime 
Liensの 1., Statutory Liensの (j), Prioritiesの 3.~，） Sweden (the 
Swedish Maritime Codeの Sects.244-293, 1967年条約と付合， Section
制（5); Jan Ramberg氏執筆； 1MaritimeLiensの5., Prioriesの2.1.(6f; 2 
Switzerland （附年条約， Walter Muller氏執筆計） Union of Soviet 
Socialist Rebublics (the Merchant Shipping Code 1968, Chapter XVII, art. 
280の Thirdpriority ; A.L. E仁O
(65) 2 
Privileged Claimsの 3.) , United Kingdom (The order of priorityについ
(66）一1,2
てI.の（5) ; F.D. Rose氏執筆。 これについては前述）, United Stated 
(David R.Owenn氏執筆の部分参（鉱山これについては前述）, Venezuela 
(The order of rankingについて，（1)(e); Lt出 CovaAr巾氏執筆？？
(60)-1 William Tetley, supra note (29), pp.606-07. 
(60)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.141-42. 
(61)-1 William Tetley, supra note (29), pp.608-11. 
(61)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.143-44 
(62) Id. at 145-46. 
(63) 1 William Tetley, siψm note (29), pp.612-13 
(63)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.147 49. 
(64) William Tetley, supra note (29), p.614. 
(65) 1 Id. at 615 16 
(65)-2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.151-52. 
(66)-1 William Tetley, supra note (29), pp.617-18. 
(6) 2 Sydney T. Harley, supra note (4), pp.39-63. 
(67)-1 William Tetley, supra note (29), pp.619-22. 
(67) 2 Sydney T. Harley, su戸mnote (4), pp.19-37. 
(68) William Tetley, supra note (29), pp.623-24 
- 60 -
Yugoslavia (the Maritime and Inland Navigation Actの arts.216～238, 
rankingについてI.(3) ; Hrv市 Kacic氏執筆j等を参照されたい。以上
は salvageに関する maritimelien等についての規定である。
(vi）旧・新海上先取特権抵当権統一条約
⑦1926年旧「海上先取特権抵当権統一条約」（InternationalConvention for 
the Unification of Certain Rules of Law Relating to Maritime Liens and 
Mortgages, Brussels, April 10, 1926）の Article2.は， The following 
give rise to maritime liens on a vessel, on the freight for the voyage during 
which the claim giving rise to the lien arises, and on the accessories of the 
vessel and freight accrued since the commencements of the voyage (1）…； 
(2）…；（3) Remuneration for assistance and salvage, and the contribu-
tion of the vessel in general average （救援及ぴ救助に付き支払うべき報酬，
(70) 
共同海損に因る船舶の負担額） ; (4）…； (5）…．と規定していた。
CD1967年新「海上先取特権抵当権統一条約」（InternationalConvention for 
the Unification of Certain Rules Relating to Maritime Liens and Mortgages, 
Brussels, May 27, 1967）の Article4.は， 1.The following claims shall 
be secured by marime liens on the vessel, : ( i ）…；（ i ）…；（i）…； 
(iv）…；（ v) claims for salvage, wreck removal and contribution in gen-
(71) 
eral average （救助・難破物除去・共同海損分担に関する債権）．と規定する。
②わが国の場合
( i ）船舶先取特権
船舶所有者に対して救助料請求権を有する者は，救助を受けた船舶，その属
(69) Id. at 625 
(70) Singh, Internαtionαl Mαritime Lαw Conventions, Vol.4 (1983) pp.3053-58. 
(71) Id. at 3059 64. 
- 61 -
具，未収運送賃の上に先取特権を有する（商法第842条第5号，旧商法第680条
第5号）(7 0) 
小町谷博士によると，人命救助者は財産の被救助者に対して，救助料の請求
権を有するから，その先取特権者は，必ずしも船舶の救助者のみに限らない
で，人命の救助者もこれを有するとされよ：）
(74) 
これに対して，田中誠二博士は，次のように述べられる。 「人命救助はいわ
ゆる海難救助ではない。例外として人命救助と財産救助が同時になきれた場合
には，人命救助に従事した者も船舶又は積荷の救助料の分配を受けることを得
るのみである（804条2項）。ドイ、ソ，条約の規定は同様で、ある。イギリスは従
来報酬があるとなし，人命と共に財産を救助するときはその財産に対し人命の
みのときは海事基金に対し請求せしめる。人命救助に対して報酬を与えないと
の説は人命救助は道徳上の義務なること，負担者及び負担割合決定の困難等を
理由とするが，理由薄弱であって，人命救助奨励の目的ならぴに人命尊重の思
想、の徹底の結果人命救助の必要が増大したこと等から救助料を認める説を可と
する。そして負担者は第一次的には被救助者とし，その負担能力のない場合に
第二次的に国庫又は海事基金を負担者とすべきである。」そして，「船舶が救助
せられた場合には救助者は救助料債権につき船舶，その属具及ぴまだ受取らな
い運送賃の上に先取特権を有し（842条5号， 843条， ド商751条），その先取特
権はその発生後 1年を経過したときは当然消滅する（847条 1項）。」とされ
る。
このように，人命救助の取扱につき差があるが，前説が妥当ではなかろう
(72) 清水書店編輯部編纂『新訂商事法規』（清水書店，大正15年）第 1類の大正
11年第71号で改正された商法部分を参照。以下，「｜日商」につき同じ。
(73) 小町谷操三『海難救助法論』海商法要義下巻三（岩波書店，昭和25年） 202 
頁以下。
(74) 田中誠二・前注（1）・ 537頁以下， 553頁以下。
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か。
また， Schapsは，救助料債権者に対して， 被救助物の総体が連帯責任を負
担すると解し， 積荷の救助者も， 船舶に対して， 法定質権を有するとするが
わ払国法の解釈としては，被救助者は，各自救助料債務を負担し，連帯関係を
有しないから（加藤・海法研究2巻586頁参照），小町谷博士は，この説はとり
えないとされる。
海難の意味については，中村真澄「海難の意義」商法（保険・海商）判例百
選（1977)186頁以下，江口順一「海難の意義」海事判例百選（増補版）
(1973) 154頁以下等を参照されたい。
( i ）積荷先取特権
積荷の救助者は救助料債権につき，救助した積荷の上に先取特権を有し（商
810条1項，旧商652条ノ12・1項，郵便物の救助者も郵便物の上に先取特権を
有することにつき郵便法7条3項， Schaps.§751 Anm.1参照。），その先取
特権には，船舶債権者の先取特権に関する規定を準用する（商810条2項，旧
商652条ノ12・2項）。故に，その順位は，後に生じたものが，先に生じたもの
に優先すべく，同一順位の者の問では，その債権額の割合に応じて弁済を受け
ることになる（商844条1項2項，｜日商682条 1項2項）。人命救助と同時に船
舶及び積荷の救助があった場合には，人命救助者は，船舶先取特権と積荷先取
特権とを，有することになるが，この場合にも，船舶所有者と積荷の所有者と
が，連帯債務を負担するのではなくて，各自の負担額について，先取特権の行
使を受けるに過ぎない。また，積荷の先取特権と他の先取特権とが競合する場
合には，前者が優先する（商845条，旧商683条）。
積荷先取特権は，債務者がその積荷を第三取得者に引渡した後は，その積荷
(75) Schaps, Das deutsche Seerecht, 1. Bd. 2. Aufl., 1920 (von Mittelstein und 
Sebba); 2. Bd. 1929 (Nebengesetze von Sebba). Anm.1 §751. 
(76) 小町谷・前注（73）・ 202頁。
(77) 小町谷・前注（73）・ 202頁以下。
? ?? ?
についてこれを行うことはできない（商813条，！日商652条ノ15）。この点は民
法上明定されているのに（民333条），商法が特に規定を設けたのは，積荷先取
特権に，船舶債権者の先取特権の規定を準用した結果である（商810条2項，
旧商652条ノ12・2項）。つまり，商法は船舶債権者の先取特権に，一方で、強い
追及権を与えるとともに，他方でこの先取特権の除斤方法を認めた（商846条，
旧商684条）が，その立法理由から明らかであるように，）積荷先取特権には，
この規定を準用する必要がないので1 商法は，民法の原則によることを明らか
にする趣旨で，特に第812条（旧652条ノ14）の規定を設けたのである。
加藤博士は，積荷の引渡が登記に該当することを理由として，商法第812条
が第三取得者保護の規定であると説いておられる（海法研究2巻569頁以下）
が，積荷先取特権は，博士のいわゆる登記に該当する引渡がある以前に，発生
しているのであるから，この理由では，上述の規定を説明することができない
と小町谷博士はいわれる。）
更に，小町谷博士は，この規定は，先取特権の公示方法なき積荷について，
第三取得者の利益の保護を，目的としたものであるから，その第三取得者は善
意であることを要すると解しておられる。蓋し，積荷の所有権を取得する当時
に，積荷先取特権が発生していることを知っていた者は，先取特権の追及によ
って，何等不利益を受けないはずだからであるとされる。）これに対し，松波，
加藤両博士は反対で、あり，加藤博士は，商法がドイツ商法のように，特に善意
の第三取得者と書いていないこと，それは善意悪意の区別が困難で、あるため，
ドイツ商法の立場を採らなかったと説かれる。これに対し，小町谷博士は「し
かしもしそうならば，挙証責任を先取特権者に負担せしめて，その不都合を避
けうるから，これだけの理由で，悪意の第三取得者をも含むと解するのは失当
(78) 小町谷『海商法要義上巻』（岩波書店，昭和 7年） 280頁以下。なお，同書
258頁も参照。
(79) 小町谷・前注（73). 204頁以下。
(80) 小町谷・前注（73）・ 203頁以下。
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である。」とする。思うに，海難救助の趣旨を徹底させることに重きを置け
ば，小町谷見解の方が妥当であろう。ちなみに，民法第333条の解釈としては，
第三取得者の善意悪意を問わないというのが多数説といえようか（石田，中
(81) 
島，末広，西原道雄；反対，田島，柚木，三瀦）。なお，追及権を失った第三
取得者は，民法第304条の保護を受ける（加藤，森，小町谷）。
(81) 林編「注釈民法（8）』（有斐閣，昭和58年） 209頁以下（西原道雄執筆）。
（未完）
